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人と自然が彩る　なんか居心地のいいまち　くろまつない
これまで本町は、まちづくりの理念である「ブナ北限の里
づくり構想」を旗印に、地域住民が誇りとする農村風景の創
造と、都市との交流を促進する体験型・滞在型のふるさとづ
くりを目指してきましたが、少子高齢化に伴う人口減少が急
速に進むなど、本町を取り巻く環境は極めて厳しい状況が続
いており、人口減少社会の克服と地方創生の推進は待ったな
しの課題となっています。
来る令和 11年（2029 年）に開基 150年という節目を迎
える本町が「安全・安心なまち」、「暮らしやすいまち」、「訪
れてみたいまち」として、小さいながらも住んでいる人々が「幸
せ」になれるまちとなるように、先人たちが築き上げてきた
このまちに感謝し、愛着や誇りを抱き、次世代へふるさとを引き継いで行かなければなりません。
そのためには、今後 10年間のまちの目指す姿を表現した本計画のシンボルテーマ「人と自
然が彩る なんか居心地のいいまち くろまつない」の実現に向けて、これまで以上に町民の皆様、
事業者の皆様と力を合わせて、今後のまちづくりを進めてまいります。
最後になりましたが、計画策定にあたり多大な御尽力を賜りました総合計画等審議会委員や
まちづくり推進委員会ワーキング会議委員の皆さんを始め、まちづくりアンケート調査やパブ
リックコメントなど様々な形で御参加いただき、貴重な御意見をお寄せいただいた町民の皆様
など、関係各位に心から感謝申し上げるとともに、今後ともこの総合計画の実現のため、更な
る御理解と御協力をお願い申し上げます。

令和 2年（2020年）3月

黒松内町長　鎌　田　　　満

Contents
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人と自然が彩
いろど

る　なんか居心地のいいまち　くろまつない

第１章　総合計画の策定にあたって

１　計画策定の趣旨
本町は、「緑の大地に根ざしたユートピアの建設」をまちの将来像に据えた第 1次黒松内町
総合計画を昭和 60年度（1985 年度）にスタートさせ、道路や学校などの生活基盤整備に取
り組むことに加え、本町のまちづくりの理念である「ブナ北限の里づくり」に、平成の産声と
共に取り組み始めました。
続く平成7年度（1995年度）にスタートした第2次黒松内町総合計画では、「自然にやさしく・
人にやすらぎの田

ま

舎
ち

 ブナ北限の里づくりを目指して」をテーマに掲げ、質の高い住民サービス
と都市との交流に一層磨きをかけてきました。
さらに、平成 22年度（2010年度）にスタートした第 3次黒松内町総合計画では、「自然に

やさしく・人にやすらぎの田
ま

舎
ち

　みんなで歩むブナ北限の里づくり」をテーマに、これまで約
20年間にわたって町民と一緒に取り組んできた「ブナ北限の里づくり」と、それを充実させ
る第 2次総合計画の考え方を継承し、さらに発展・成熟させ、本町独自のまちづくりを町民、
コミュニティ・団体・事業者、町が互いに手を取り合い進めてきました。
しかし、現在の本町を取り巻く環境は、人口減少の進展とともにこれまで経験したことがな
い超高齢社会を迎えるなど、新たな局面を迎えました。また、今後のまちづくりは、国内外の
新たな社会潮流である「持続可能な開発目標（SDGs）」（※）を取り入れ、中長期を見通した
持続可能なまちづくりに取り組むことが重要です。
来る令和 11年（2029 年）に開基 150 年という大きな節目の年を迎える基礎自治体たる本

町の責務は、いかなる状況下でも町民の幸せな暮らしを実現し、守り続けていくことです。そ
のためには、築き上げてきたものを礎に、持続し発展し続けるまちの実現に向けて、町民の生
活を支える生活環境の充実や地域経済を活性化しながら、町民の暮らし、町民の心の豊かさを
高めていく「まちづくり」に取り組まなければなりません。
この第 4次総合計画は、町民が幸せに暮らし続けることができるまちの実現に向けて、黒松
内町が歩むべき道筋を明らかにするものとして、みんなで歩むまちづくり条例に基づき町民参
加のもと策定するものです。

※持続可能な開発目標（SDGs・エスディージーズ）
2015 年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な

開発のための 2030アジェンダ」に記載された 2016年か
ら 2030年までの国際目標。
持続可能な世界を実現するための 17のゴール・169の

ターゲットから構成され、地球上の誰一人として取り残さ
ないことを誓っています。SDGsは発展途上国のみならず、
先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものとし
て、国も積極的に推進しています。
本町では、総合計画の取組をもって、SDGsを推進します。
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２　黒松内町総合計画とは
（１）計画の役割

総合計画は本町が目指す将来の姿を明らかにし、その姿を実現するための方向性を示すた
めに定めるものです。また、すべての分野を対象とした総合的で計画的な指針となるよう、
まちの最上位計画として次の役割を果たしています。

役割１：黒松内町の最上位計画で、すべての個別計画の基礎となる
行政運営の基本指針としてすべての施策や事業の根拠となる最上位計画です。
分野ごとにつくられる個別計画の考え方はすべて総合計画を基礎としてい
ます。

役割２：黒松内町民みんなのまちづくりの共通目標
町民に対し、今後のまちづくりの方向性や必要な取組を示し、すべての町民
がまちづくりに主体的に参画・協働するための町民みんなの共通目標となる
ものです。

役割３：黒松内町を運営していくための総合指針
町行政においては、様々な施策や事業を計画的・効率的に推進し、本町を運
営していくための総合的な指針となるものです。

（２）計画の構成と計画期間
総合計画は「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の 3階層で構成します。

【基本構想】シンボルテーマとまちづくりの基本方針
10 年後の令和 11 年度（2029 年度）を目標年次として、

まちの将来像を明らかにし、その実現に向けて取り組む施策
を分野別に区分して、方向性（まちづくりの基本方針）を示
しています。

【基本計画】まちづくりの基本方針に沿った個別施策
基本構想で定めたまちづくりの基本方針に合わせて、個別

施策を具体的に示しています。前期基本計画は令和 2年度
（2020 年度）から令和 7年度（2025 年度）までの 6年間、
後期基本計画は令和 8年度（2026 年度）から令和 11 年度
（2029年度）までの 4年間の計画です。
また、分野横断的、戦略的かつ重点的に取り組むべき施策

を「重点プロジェクト」として位置付け、事業を実施してい
きます。

【実施計画】基本計画を推進するための事業
年度別に実施事業、実施時期及び事業費などを明らかにし

ています。

基本構想

基本計画

実施計画
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３　関連計画との関係
（１）個別計画との関係

黒松内町総合計画は、本町の施策・事業を進める考え方と方向性を示す最上位計画です。
産業・観光、教育・文化、保健・福祉、生活基盤などの分野別の個別計画は、総合計画が
示すまちの将来像やまちづくりの基本方針に沿って策定し、対象となる分野の将来像や目標
を掲げ、その実現に向けた具体的な取組等を明らかにするものです。

■黒松内町総合計画と分野別の個別計画

主な個別計画

自　治

黒松内町総合計画

生活基盤
生活安全

基本構想、基本計画、実施計画

保健・医療
福祉

教育・文化
スポーツ

産業・観光
自然

●
農
業
・
農
村
振
興
計
画

●
森
林
整
備
計
画

●
新
ブ
ナ
北
限
の
里
ツ
ー
リ
ズ
ム
ビ
ジ
ョ
ン

●
環
境
基
本
計
画

●
生
物
多
様
性
地
域
戦
略

●
空
家
等
対
策
計
画

●
景
観
計
画

●
教
育
大
綱

●
小
・
中
学
校
施
設
整
備
計
画

●
食
育
推
進
計
画

●
子
ど
も
の
読
書
活
動
推
進
計
画

●
地
域
福
祉
計
画

●
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画

●
障
害
者
基
本
計
画

●
障
害
福
祉
計
画
・
障
害
児
福
祉
計
画

●
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画

●
地
域
防
災
計
画

●
住
生
活
基
本
計
画

●
公
営
住
宅
等
長
寿
命
化
計
画
・
下
水
道

　ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計
画

●
分
別
収
集
計
画

●
橋
梁
長
寿
命
化
計
画

●
財
政
計
画

●
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

（２）黒松内町総合戦略との関係
黒松内町総合戦略は、黒松内町人口ビジョンに基づいた人口減少問題対策に特化した施策・
事業を示す計画です。また、関連する分野の施策・事業を数値目標とともに掲載し、黒松内
町総合計画が示すまちの将来像やまちづくりの基本方針に沿って策定します。

■黒松内町総合計画と黒松内町総合戦略との関係

黒松内町総合計画

まちの将来像、基本方針
施策・事業

黒松内町総合戦略

人口減少問題
対策に特化

人口減少対策に向けた
施策・事業
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第２章　黒松内町の概況

１　位置・地勢
本町は、北海道南西部、後志総合振興局管内の南端
にあり、札幌市と函館市のほぼ中間点に位置し、北は
寿都町を経て日本海を臨み、南は長万部町を経て太平
洋を臨んでいますが、いずれもわずかな距離で直接海
岸に接することがない特殊な地形となっています。
高山や平野が少なく、ほとんどが丘陵地を成してお
り、まちの中央部を太平洋側から日本海へ朱太川が貫
流し、これを主流とした黒松内川、熱郛川などの中小
河川が流れ、その流域に農地が形成されています。
春から夏にかけては、南南東の風が内浦湾で発生する濃霧を運ぶため、しばしば低温となり、
冬は、北西の風が大量の積雪（2m以上）をもたらします。

２　人口と世帯
本町の総人口は減少が続き、住民基本台帳に基づく平成 30年（2018年）10月 1日現在の
総人口は 2,851 人となっています。
年齢 3区分別人口をみると、年少人口（15歳未満）と生産年齢人口（15～ 64歳）は減少
傾向が続いており、増加傾向だった高齢者人口（65歳以上）は平成 27年（2015 年）から減
少に転じています。
世帯数は平成 12年（2000年）からおおむね横ばいに推移してきましたが、平成 30年（2018
年）の住民基本台帳による世帯数は 1,513 世帯と増加に転じています。世帯あたり人員（総人
口÷世帯数）は、平成 12年（2000 年）から減少傾向が続いており、核家族化や単身世帯化
が緩やかに進行していることが伺えます。

■総人口及び年齢３区分別人口の推移 ■世帯数と世帯あたり人員の推移

4,000

3,000

2,000

1,000

0
平成7年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成30年
（2018年）

■ 年少人口（15歳未満）　■ 生産年齢人口（15～64歳）　■ 高齢者人口（65歳以上）

（人）
3,875

911

2,418

546

3,608

1,024

2,070

514

3,457

1,086

1,918

453

3,250

1,153

1,699

398

3,082

1,151

1,583

348

2,851

1,065

1,462

324

2,000

1,500

1,000

500

0

6

4

2

0

世帯数 世帯あたり人員

（世帯） （世帯あたり人員）

平成7年
（1995年）

1,581

平成12年
（2000年）

1,376

平成17年
（2005年）

1,387

平成22年
（2010年）

1,353

平成27年
（2015年）

1,336

平成30年
（2018年）

1,513

2.45 2.62 2.49 2.40 2.31
1.88

［出典］平成 27年まで：国勢調査（総務省）、平成 30年：住民基本台帳（10月 1日現在）
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また、人口を旧小学校校下の 7地域別に見ると、中心市街地の黒松内地域を除き、55歳以
上の人口割合が 5割を超え、白井川地域と豊幌地域にあっては 65歳以上の人口割合が約 6割
となるなど、地域コミュニティの維持が困難な状況となっていることがわかります。

■地域別人口・世帯数

区分
人　口 世　帯 世帯

人員
（人）

55歳以上 65歳以上 75歳以上
人数
（人） 割合 世帯数

（世帯） 割合
人数（人）割合（※）人数（人）割合（※）人数（人）割合（※）

黒松内地域 2,225 78.1% 1,172 77.5% 1.90 1,039 46.7% 747 33.6% 448 20.1%
白井川地域 223 7.8% 133 8.8% 1.68 164 73.5% 136 61.0% 90 40.4%
中ノ川地域 126 4.4% 58 3.8% 2.17 72 57.1% 49 38.9% 32 25.4%
作 開 地 域 109 3.8% 55 3.6% 1.98 67 61.5% 47 43.1% 26 23.9%
熱 郛 地 域 64 2.3% 38 2.5% 1.68 45 70.3% 31 48.4% 22 34.4%
豊 幌 地 域 52 1.8% 31 2.1% 1.68 40 76.9% 31 59.6% 19 36.5%
大 成 地 域 52 1.8% 26 1.7% 2.00 30 57.7% 24 46.2% 16 30.8%
合　　計 2,851 100.0% 1,513 100.0% 1.88 1,457 51.1% 1,065 37.4% 653 22.9%

（※）地域ごとの人数に占める割合　　　　　　　　
［出典］平成 30年：住民基本台帳（10月 1日現在）

３　産業
本町の就業者数は、生産年齢人口の減少とともに大きく減少し、就業者数全体では平成 27
年（2015 年）には 1,329 人となっています。産業分類別でみると、平成 27年（2015 年）
の第 3次産業の就業者数は 980人で全体の 73.7%を占めており、本町の雇用を大きく支えて
います。
平成 28年（2016 年）における本町内の民営事業所数（公務を除く）は 153事業所で、業

種別では、事業所数が最も多い業種は「卸売業・小売業」の 35事業所（22.9%）です。
就業者の割合が最も多いのは「医療・福祉」で全就業者数の 3割を占め、次に「農業・林業」
が続いています。

■産業分類別就業者数の推移 ■産業大分類別就業者割合
（人）
2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
平成2年
（1990年）

平成7年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

1,836

954

376

506

1,972

1,034

550

388

1,721

1,082

325
314

1,543

1,054

222
265

1,406

971

206
229

1,329

980

157
192

■ 第１次産業　■ 第２次産業　■ 第３次産業

［出典］国勢調査（総務省）

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

医療
、福
祉

農業
、林
業

公務
（他
の分
類を
除く
）
建設
業

教育
、学
習支
援業

宿泊
業、
飲食
サー
ビス
業

卸売
業、
小売
業

サー
ビス
業（
他の
分類
を除
く）
 

製造
業

生活
関連
サー
ビス
業、
娯楽
業

複合
サー
ビス
事業

運輸
業、
郵便
業

不動
産業
、物
品賃
貸業

電気
・ガ
ス・
熱供
給・
水道
業

学術
研究
、専
門・
技術
サー
ビス
業 漁業

金融
業、
保険
業

鉱業
，採
石業
，砂
利採
取業

情報
通信
業

30.5

13.7%

8.4%
8.1%
7.1%
6.6%
6.2%
5.0%

3.7%
2.8%
2.0%
1.5%
1.1%
1.0%
1.0%
0.8%
0.5%
0.1%
0.0％

（人）

［出典］平成 27年： 国勢調査（総務省）
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４　財政
本町の歳入決算額は年度によってばらつきがありますが、平成 26年度から 30年度（2014
年度から 2018年度）までの 5年間の平均額は 47億 9,197 万円となっています。歳入決算額
の内訳をみると、「地方税」に増加傾向がみられるものの、全体に占める割合が多い「地方交付
税」は年々減少し、財政的には今後も厳しい状況が続くことが予想されます。
歳出決算額も歳入決算額と同様に年度によってばらつきがあり、主に「投資的経費」で変動
している状況です。
歳出決算額の内訳では、義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計）は、平成 27年度（2015

年度）以降はおおむね横ばいに推移していますが、「物件費」や「公債費」、「人件費」で増加傾
向がみられ、財政の硬直化が進んでいます。

■歳入決算額の推移 ■歳出決算額の推移
（百万円）

■ その他

■ 地方債

■ 道支出金

■ 国庫支出金

■ 地方交付税

■ 地方税

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
平成26年度
（2014年度）

5,137

893

1,060
137
554

2,244

249
平成27年度
（2015年度）

4,229

791
347
143
410

2,293

245
平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

5,368

879

1,403
120
529

2,186

251

4,785

1,581

320
197
337

2,095

255

4,441

1,209

512
159
285

2,018

257

■ その他

■ 投資的経費

■ 積立金

■ 繰出金

■ 補助費等

■ 維持補修費

■ 物件費

■ 公債費

■ 扶助費

■ 人件費

（百万円）
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
平成26年度
（2014年度）

平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

532

4,941

1,436

152
368
855
105
640
462
328

63
4,038
47
555
154
341
754
110
641
520
354
561 546

5,184
48

1,547

239
524
650
106
703
455
366

550
365
461
702
133
522
680
496
601
50
4,560

558
350
522
724
142
565
477
222
672
48
4,279

［出典］黒松内町
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第３章　時代の潮流とまちづくりの課題

１　本町を取り巻く社会経済情勢
（１）人口減少と少子高齢化の進行

日本の人口は、平成 20年（2008年）をピークに減少局面に入り、平成 30年（2018年）
10月 1日現在の人口推計では 1億 2,644 万 3千人で、前年に比べ 26万 3千人の減少と、
8年連続の減少となっています。65歳以上の高齢者人口は、3,557 万 8千人、総人口に占
める割合（高齢化率）は 28.1%と最高を記録し、世界的に見ても空前の速度と規模で高齢
化が進行しています。また、年間出生数は 100万 4千人（平成 26年（2014年））から 92 
万 1千人（平成 30年（2018年推計値））となっており、全国的な出生数の減少が続いてい
ます。
高齢者人口は、令和 7年（2025 年）にはいわゆる「団塊の世代」がすべて 75歳以上、
令和 22年（2040年）にはいわゆる「団塊ジュニア世代」がすべて 65歳以上となり、ピー
クを迎えるとみられています。
人口減少・高齢化が進行すると、生産年齢人口の減少は加速し、人口規模が小さい市町村
ほど、深刻な労働力不足に陥ります。生産・消費など経済活動の深刻な停滞、税収減による
公共部門のサービス・投資余力の著しい低下が起こるだけでなく、高齢者福祉を始めとした
社会保障に係る経費の増大などが想定され、地域の社会経済を支える重要な機能が危機的な
状況に陥ると考えられています。

（２）安全・安心に関する意識の高まり
近年、全国各地で大規模な地震や未曾有の集中豪雨などによる自然災害が多発し、日本の
防災に関する技術や体制への信頼を揺るがし、日本の防災対策に大きな転換を迫る契機とな
りました。災害による被害を最小限に抑えるため、「自分の身は自分で守る」、「地域での助け
合いが重要」といった防災意識が高まっています。

（３）価値観・ライフスタイルの多様化
人口増加を背景に経済成長を遂げてきた右肩上がりの時代が終わり、人々の意識は物質的
な豊かさから心の豊かさや生活の質の向上を求める傾向が強まると同時に、近年ではワーク・
ライフ・バランス（仕事と生活の調和）が重視され、ライフスタイルは一層多様化しています。
今後は心の豊かさを実感でき、個人の主体的な活動や個性が尊重される社会の実現が求め
られています。
また、人口減少が進む一方でグローバル化が進行し、労働力不足を補うための外国人材の
受入は増加が見込まれています。適切な雇用管理や在留管理はもとより、地域社会の一員と
なる生活者としての受入、互いの文化や生活習慣を理解・尊重し、共に生きていく「多文化
共生社会」の実現に向けて、地域においては地域住民と外国人の共通理解を促進する必要が
あります。
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（４）経済情勢の変化
経済のグローバル化が進み、経済活動の機会が拡大すると同時に、国際間競争が激化する
ほか、海外経済の動向や為替などの影響を受けるリスクも拡大しています。また、環太平洋
戦略的経済連携協定（TPP）をはじめとする自由貿易体制への移行や保護貿易を主張する国
の出現が、日本の産業構造へどのように影響するのか注視されています。
一方、国連では、世界全体の経済・社会・環境を不可分のものとして調和される統合的な
取組として、健康や教育、エネルギー、雇用など 17の項目からなる SDGs（持続可能な開
発目標）を平成 27年（2015 年）に採択し、世界が抱える共通の課題に対して、国際社会
全体で取り組む動きも見られます。

（５）地球規模での環境問題への対応
大量生産、大量消費、大量廃棄による経済活動は、私たちに生活の快適性や利便性をもた
らしましたが、その反面、地球温暖化やオゾン層の破壊、生態系の変化など深刻な地球規模
の環境問題を引き起こしました。
今後は、環境悪化の要因は自分たちにあるとの認識に立ち、ライフスタイルの見直しや省
エネルギー化と自然エネルギーの推進、資源のリサイクルなど循環型社会の形成を目指すと
同時に、自然環境保全の取組が重要になります。

（６）高度情報化の進展
情報通信技術とその利用環境は、世界中で急速に進歩しています。スマートフォンやタブ
レット端末を始めとする情報通信機器の普及やインターネットを介した多種多様なサービス
の伸展などにより、世界中のどこでも、誰もが、誰とでも情報の入手やコミュニケーション
を行うことが可能になり、あらゆる分野で情報通信の果たす役割がますます高まっています。
さらに、AI（人工知能）や IoT（モノのインターネット）などによる技術革新は、新たな

製品やサービスを生み出すだけではなく、人間の仕事のあり方そのものを大きく変えると言
われており、私たちのライフスタイルや働き方も大きく変化していくことが想定されます。
その反面、情報の流出が問題になっており、セキュリティ対策など適切な情報管理が求め
られています。
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２　まちづくりアンケート調査
（１）まちの愛着度

本町に愛着のある人は 80.2％となっていますが、過去の調査との比較では「たいへん愛着
がある」の割合が減少しており、愛着度の低下が懸念されます。

26.5

47.4

41.4

53.7

41.9

42.2

14.2

5.9

10.0

4.0

3.6

4.5

1.6

1.2

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年

平成25年

平成20年

■ たいへん愛着がある ■ どちらかというと
　 愛着を感じている

■ どちらかというと
　 愛着を感じていない

■ 愛着を感じていない ■ 無回答

（２）まちへの定住意向
今後も本町に定住の意向がある人の割合は 73.9％で、過去の調査と比較するとわずかに減
少しています。

22.4

32.8

28.7

51.5

45.8

50.5

19.6

15.4

15.8

3.6
1.2

3.1

2.8

4.8

1.9

平成30年

平成25年

平成20年

■ 満足しているので
　 住み続けたい

■ どちらかといえば
　 住み続けたい

■ どちらかといえば
　 住みたくない

■ 住みたくない ■ 無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（３）まちの将来像
今後の本町の将来像は「人にやさしい保健・福祉・医療の充実した健康・福祉のまち」が
50.1％で最も多くなっています。

50.1
22.2

19.0
18.6

15.8
15.1
14.9

11.6
8.0
7.4

1.9
3.9

人にやさしい保健・福祉・医療の充実した健康・福祉のまち

子育て環境や子どもの保育・教育環境が充実した子育て・教育のまち

にぎわいのある商店街づくりや地場産業の育成、企業誘致による商工業のまち

酪農やばれいしょ生産など特色ある農業を中心として発展する農業のまち

ブナ林をはじめとする自然の保護や環境の保全・創造を優先する環境保全のまち

消防・防災体制、交通安全・防犯体制が充実した安全・安心のまち

地域資源を活用し、観光や都市交流を進める観光・交流のまち

住民と行政とが協力してまちづくりを行う住民参画・協働のまち

美しい景観づくりを重視する景観形成のまち

生涯学習活動や文化芸術・スポーツ活動が活発な生涯学習・文化のまち

その他

無回答 (n= 882)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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（４）現在の「満足度」と今後の「重要度」
町が進める施策項目について、アンケート調査の結果を基に、満足度と重要度による分析
を行いました。
下表のＣの領域に含まれる、取組に対する満足度は低いものの重要度が高い施策は、「37公

共交通機関」、「⑦雇用・労働者対策」、「⑥商業」などが上位の結果となりました。

�
重要度指数

�
�

�
①農業

②林業

③水産業

④観光

⑤工業

⑥商業 ⑦雇用・労働者対策

⑧住宅・宅地

⑨定住・移住対策

⑩学校教育

⑪生涯学習
⑫スポーツ振興

⑬文化芸術や文化遺産

⑭青少年の健全育成

⑮国際化、国際交流

⑯地域間交流

⑰男女共同参画
⑱人権尊重

⑲保健サービス

⑳医療体制

㉑地域福祉体制

㉒高齢者施策㉓障がい者
　施策

㉔子育て支援

㉕社会保障（生活保護・国保・年金）
㉖消費者保護

㉗土地利用

㉘自然の保護、環境の保全

㉙景観

㉚公園・緑地

㉛雪対策

32水道

33下水道・浄化槽

34道路

35河川整備・治山治水対策

36ごみ処理等
　環境衛生対策

37公共交通機関

38情報通信

39消防・救急

40防災

41交通安全

42防犯

43行財政改革

44住民と行政との協働

45コミュニティ

90

50

10
10 50 90

満足度が高く、重要度が低い 満足度も重要度も高い

満足度も重要度も低い 満足度が低く、重要度が高い

高
い

満
足
度
指
数

低
い

高い低い
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３　まちづくりの主要課題
（１）人口減少に負けない地域づくりと担い手不足への対応

本町では、各地域で花見や草刈り、清掃活動などが行われていますが、人口減少が急激に
進む地域では担い手不足により行事の開催自体が難しく、身近な支援が必要な高齢者などの
支え手も不足している状況にあり、できるだけ長く愛着のある地域で自分らしい生活を続け、
納得できる人生を送るための取組を実施していく必要があります。
また、「福祉のまち」と言われる本町でも介護人材の確保が難しい状況にあり、現状のサー
ビス規模を維持することが今後は困難になってくることが予想されます。
福祉サービス以外においても、農業や観光、商工業など様々な分野で担い手不足が深刻化
すると考えられるため、これらに適切に対応していくことが求められています。

（２）自然環境の保全と地域資源の有効活用
本町には国の天然記念物である歌才ブナ林をはじめ、北海道遺産「北限のブナ林」、農村特

有の牧歌的風景、町内を縦貫する朱太川など、豊かな自然資源があります。
また、これまで「ブナ北限の里づくり構想」に基づき築き上げてきた交流施設や特産品など、

様々な資源を有しています。
これらまちの財産である様々な地域資源は、適切な保全を行うとともに今後も持続可能な
形で利活用を進めていくことが求められています。加えて、自然と交流施設、特産品、体験
などを有機的に結びつけ、新たな産業、新たな観光へと展開していくことが必要とされてい
ます。

（３）町民ニーズへの対応
町民アンケート調査における施策評価では、「水道」、「下水道・浄化槽」、「消防・救急」を
はじめとする生活基盤・生活安全に関連する施策は、満足度が高い上、今後の重要度も高い
結果となっており、引き続き維持していくべき施策となっています。
一方、現状の満足度が低く、今後の重要度が高い「今後改善が必要と考えられる施策」と
しては、「公共交通対策」、「雇用・労働者対策」及び「商業」が上位の施策としてあげられ、
町民のニーズも高いと考えられます。
令和 12年度（2030 年度）末に開業を予定している北海道新幹線の札幌延伸による並行

在来線の経営分離を始め、公共交通は今後大きな転換が求められることや、自動車の自動運
転技術の発達、さらには増加が見込まれる外国人労働者や近隣自治体への外国人の流入など、
公共交通対策、雇用対策においては、本町を取り巻く環境は大きく変化する可能性があり、
その変化を踏まえた対応を行っていく必要があります。
また、商業対策についても、商店のにぎわいづくりはもちろんのことですが、高齢化が進
む本町においては買い物難民への対応など、商業や交通、福祉など様々な部門が連携して、
交通弱者に対する取組を実施していく必要があります。
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（４）災害対策の推進
近年、日本各地でこれまで経験したことがないような大雨や地震などの自然災害が起こり、
本町においては大きな被害は出ていませんが、平成 29年（2017年）9月には台風 18号の
大雨による洪水が、また、平成 30年（2018年）9月には北海道胆振東部地震が発生するなど、
自然災害は決して他人事ではなく、自分の身にも降りかかる出来事であると認識されるよう
になりました。
本町は、寿都湾南方から内浦湾にかけて分布する活断層帯である黒松内低地断層帯が町内
を縦断しており、過去の活動状況から今後 30年間に地震が発生する確率が高いエリアであ
ると診断されています。
このような状況の中、町民が安心して生活できるよう、行政が防災対策をさらに推し進め
ていくことはもとより、防災・減災で重要な役割を担う地域においても災害対応力の強化に
取り組む必要があります。

（５）今後の財政状況を見据えた効果的・効率的な行政運営
一連の地方分権改革が進展する中、これからの人口減少社会を考えると地方自治体を取り
巻く状況はさらに厳しくなることが予想され、本町においてもこれまで以上に効果的・効率
的な行政運営が求められることになります。
本町の財政は、歳入で比率の高い地方交付税は今後削減されていくことが予想されること
や、今後老朽化する公共施設やインフラへの対応には多額の費用を要すると見込まれること
から、中長期的な視点に立った財政運営を進めていく必要があります。
また、行政運営においては、煩雑な事務作業の見直しを行うなど効率化を進めていくとと
もに、多様化する町民ニーズに的確に対応できる人材の育成と組織づくりが求められます。
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第４章　まちの目指す姿

１　まちづくりの理念
昭和 61年 11月、まちづくり推進委員会から「ブナ北限の里づくり構想」が提言されました。
「ブナ北限の里づくり構想」とは、歌才ブナ林の危機を救った先人の賢明な選択を継承し、黒
松内低地帯という優れた自然環境、そこで営まれる農業や農村風景、地域文化を潜在的資源と
位置付け、地域住民が誇りとする農村風景の創造と、都市との交流を促進する体験型・滞在型
のふるさとづくりを目指したものです。

「ブナ北限の里」とは、これまで先人の賢明な選択で幾度となく難を逃れてきた歌才ブナ林が、
私たちに様々な恩恵をもたらし、ゆるぎない誇りを与えてくれたまちを象徴する存在であるこ
とを表現しています。
町はこの構想を受け、昭和 63年の歌才ブナ林天然記念物指定 60周年という節目の年に、『ブ
ナ北限の里づくり』を宣言しました。

ブナ北限の里づくり構想の４つの目標
１　ブナ北限の里らしい自然体験、農業 ･農村体験の提供
２　ブナ北限の里らしい美しいアメニティの創出
３　ブナ北限の里らしい新鮮で安全なグルメの提供
４　ブナ北限の里らしい学習、文化イベント、スポーツの充実
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平成元年、ブナ北限の里づくりが本格的にスタートし、歌才自然の家をはじめとする交流施
設の整備、歌才ブナ林を活用した体験イベントの開催などに取り組みました。
平成 16年には、天然記念物歌才ブナ林をはじめ、白井川・添別両ブナ林を含めた「北限の
ブナ林」が北海道遺産に選定されたほか、平成 21年には、朝日新聞創刊 130周年記念と森林
文化協会創立 30年事業として景観・生物多様性・人の営みの 3要件が選定基準である「にほ
んの里 100選」に選ばれました。
また、平成 23年には、失ったら二度と取り戻せない農山村の景色や環境を守り、地域資源
としての活用で地域経済の発展を目指すNPO法人「日本で最も美しい村」連合に加盟するなど、
「ブナ北限の里 くろまつない」として全国に一層知られるようになりました。
そして、近年本町が進める生物多様性の取組についても、豊かな自然環境と人の営みが共存
する地域として、環境省選定の「重要里地里山」に本町全域が選定され、同じく環境省が環境
保全を目的に選定している「日本の重要湿地 500」にも歌才湿原及び朱太川水系が選ばれまし
た。
令和 10年（2028年）に歌才ブナ林は国の天然記念物指定 100周年を迎えます。
「ブナ北限の里づくり」は、今後も本町のまちづくりの理念として、次世代へ継承していきます。

■「橅」から ｢�｣ へ
　ブナは、製材として加工しにくいなどの理由から、価値のない木として、一般的に「木」偏に「無」
と書いて「ぶな＝橅」と書きます。
　しかし、美しい樹相から「森の母」、保水力が下木や動植物を助けることから「森の医者」ともいわれ、
自然環境のシンボルとして高い評価を得ていることや、北限のブナ林として天然記念物に指定され、黒
松内に住む人々の誇りであり、黒松内にとって欠かすことのできない貴重な存在であることから、独自
に「木」偏に「貴」と書いて「ぶな＝樻」と読ませています。【昭和 61（1986）年：町木に制定】



15

人と自然が彩
いろど

る　なんか居心地のいいまち　くろまつない

第４次総合計画シンボルテーマ

人と自然が彩
いろど

る
なんか居心地のいいまち

くろまつない

２　まちの将来像
（１）シンボルテーマ

シンボルテーマは、本町がこれから歩んでいく方向を内外に示すものであり、それはこれ
まで培ってきた“黒松内らしさ”をより一層充実させるまちづくりの指標となるものです。
シンボルテーマの検討にあたっては、町民の意見を反映するために「まちづくり推進委員
会ワーキング会議」を立ち上げ、いま黒松内町で守りたいもの、これから黒松内町で育てた
いことの洗い出しを行うとともに、様々な意見交換を行いました。
これらの内容を基に、今後 10年間のまちづくりにおいてまちの目指す姿を表現するシン
ボルテーマを下記のとおり設定します。

○シンボルテーマに込めた想い
「ブナ限の里づくり構想」のスタートから早 30年余り。私たちの根幹には、ブナの大木が森の中で根
を張るように、その思いが根付いています。先人たちが築き上げてきたこのまちに感謝し、愛着と誇り
を抱き、次世代へふるさとを引き継いで行かなければなりません。
これからの 10年は、これまで以上に様々な変化が訪れる時代になると考えられますが、そのような中

にあっても、先人の思いを胸に抱いた黒松内の多様で多才な人材、そして、豊かな自然が将来の黒松内
町を様々な色で彩

いろど

ります。
「居心地のいいまち」には、町民にとっては「住みやすいまち」、町外の人にとっては「訪れてみたいまち」
をつくろうという想いを込めました。また、抽象的なフレーズである「なんか」という言葉を加えることで、
人それぞれの居心地の良さについて考える余地を持たせる表現としました。
「幸せ」は、私たち一人ひとりの心を豊かにして、暮らしを彩

いろど

ります。この落ち着きのあるまちに彩
いろど

り
をもたらすのは、このまちに住む「私たち」です。

人と自然が彩
いろど

る
なんか居心地のいいまち

くろまつない
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（２）基本目標
まちの目指す姿を表現するシンボルテーマ「人と自然が彩

いろど

る　なんか居心地のいいまち　
くろまつない」の実現に向けて、まちづくりの様々な施策に共通する 3つの基本目標を設定
します。

『みんなの笑顔があふれるまち』
笑顔があるところには人や幸福が集まると言われていま
す。シンボルテーマに設定している「居心地のいいまち」
は住みやすいまち、訪れてみたいまちでもあり、それらを
実現するためには「笑顔」が必要不可欠であると考えてい
ます。
福祉、教育、産業、生活基盤など、まちづくりの様々な分野において町民・事業者・行政が
アイディアを出し合い、それぞれの立場でまちづくりを進めていきます。
また、町民、そして、まちに関わる人の活

い

き活
い

きとした笑顔にあふれ、明るく楽しい雰囲気
のまち。そんなまちを目指します。

『「育ちたい」を育てるまち』
人が成長することは本人にとって自身の存在感や生きる
ことの充実感を感じられるものです。また、人やモノが成
長していく様子を見ること、応援することにも人は前向き
な気持ちを持つと同時に幸せを感じることができます。
これまでのまちづくりにおいても、先人たちは地域の特
性を活

い

かして自然環境・文化・人を大切に守り育ててきました。
本計画のまちづくりにおいても、人だけでなく、自然やまちの産業など様々なものがもつ「育
ちたい」「発展したい」という想いや意思を町民・地域・行政が一体となって育てていくまちを
目指します。

『安全・安心なまち』
人が安心して生活するためには、物理的にも心理的にも

「安全である」ことが大前提となります。また、人がそれぞ
れの能力を発揮し、充実感をもって過ごすためにも安全は
必須のものです。
阪神・淡路大震災や東日本大震災の教訓から、地域にお
ける近所付き合いの大切さが見直されていると同時に、共助による防災・減災の大切さが再認
識されています。
本町においても、町民が安心して生活を営むことができるよう、防災など緊急時の安全対策
をこれまで以上に進めるとともに、安心して日常生活を送ることができるまちを目指します。
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人と自然が彩
いろど

る　なんか居心地のいいまち　くろまつない

３　まちづくりの基本方針
まちの将来像（シンボルテーマ・基本目標）を実現するため掲げるまちづくりの基本方針の
共通のキーワードとして「幸せ」を設定しました。
町民や黒松内町に関わる様々な人々が幸せになれるよう、まちづくりの 5つの施策分野にお
いて基本方針を下記のとおりとします。

基本方針１【産業・観光・自然】
『豊かな自然と資源を活

い

かし、
稼ぐ産業で幸せをつくる』

本町の基幹産業である農業は、今後は高齢化や担い手不足がさらに深刻化してくることが予
想されることから、新たな人材の確保、育成を図るとともに、生産基盤の充実及び経営体制の
強化を促進します。
多面的な機能をもつ森林はその機能が発揮されるよう保全を推進するとともに、関係機関と
の連携により人工林の適切な施業を実施します。
観光面では、黒松内版ＤＭＯを中心とした観光による地域づくりを推進し、天然記念物であ
る歌才ブナ林をはじめとする自然資源や、これまで培ってきた産業、景観、特産品そして人材
など、まちに現在ある様々な資源を活かした「稼ぐ産業」の実現を目指します。

基本方針２【教育・スポーツ・文化】
『本物に触れ、自ら学んで

生きる力を育み幸せをつくる』
本町の教育の特色の一つである「本物に触れる」ことを通じて、子供から大人まで本物で学
ぶことができる学習環境づくりに努めます。また、家庭・学校・地域が一体となり、将来の担
い手である子供たちが新しい時代に対応した生きる力を身につけられるよう、自らの意志で自
ら学ぶことができる環境づくりを進めます。
さらに、まちづくりや子供の成長にとって大切である人や自然との触れ合いや、この地でし
か得られない楽しみや体験などを重視した社会教育に力を注ぐとともに、スポーツ・文化活動
など、町民が楽しむことができる場、活躍できる場づくりを推進し、まちへの愛着と豊かな心
を持った人づくりを推進します。
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基本方針３【保健・医療・福祉】
『心とからだの健康と

お互いの支え合いで幸せをつくる』
心とからだの健康的な生活習慣を身につけ、いくつになっても元気で健やかに生活していく
ために、地域全体での健康づくりの積極的な取組を進めるとともに、ブナの森診療所を保健 ･
医療 ･福祉が連携する「地域包括ケア」における医療分野を担う地域医療の拠点として、各種
施策に取り組みます。
また、少子高齢化社会が進む中で、安心して子供を産み、健やかに育てることができる環境
づくりのため、子育て世帯への経済的な支援の拡充に努めるとともに、妊娠期から子育てのそ
れぞれの段階において、必要な支援が切れ目なく届く体制づくりを推進します。
さらに、高齢者や障がい者が意欲や能力を発揮し自立して生活できる環境の整備など、人口
減少、高齢化に対応した環境づくりを推進し、「支え手」「受け手」という関係を超え、一人ひ
とりが役割を持ってお互いに支え合う仕組みづくりを推進します。

基本方針４【生活基盤・生活安全】
『災害に強く、安全安心な

生活環境で幸せをつくる』
近年増加している自然災害への対応力を強化するため、町民への啓発活動を今後も継続・推
進するほか、地域における防災力向上に向けた取組を通じて、災害に強いまちづくりを推進し
ます。
また、今後予想される公共交通機関の変化に対応し、住民ニーズを踏まえた上で地域公共交
通の見直しを推進するとともに、人口減少社会に対応したまちづくりを推進します。
普段の生活で欠かすことのできない上下水道や道路などの生活インフラに関しては、これか
らも計画的な維持管理を推進し、すべての人が心地よく、安心して生活できる環境を整備して
いきます。

基本方針５【自治】
『一人ひとりが主役となり、

想いをつなげて幸せをつくる』
人と人が触れ合う機会や、まちづくりへの参画機会を充実するとともに、まちにいる一人ひ
とりがそれぞれの立場で主役となり、町民、事業者、地域そして行政が持つ「まちへの想い」
をつなげることで、黒松内らしいまちづくりを進めます。
また、効果的・効率的な行政運営に向け、適正な人員配置と行政機構の体制整備、研修等を
通じた職員の能力と資質の向上を推進し、住民ニーズに対応できる体制づくりを推進します。
財政運営では、自主財源の確保に努めるとともに、中長期的な視点に立った持続可能なまち
づくりを推進します。
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テーマ 基本目標

基本構想

産業・観光・
自然

基本方針 1

教育・スポーツ・
文化

基本方針 2

保健・医療・
福祉

基本方針 3

生活基盤・
生活安全

基本方針 4

自　治
基本方針 5

みんなの笑顔が
あふれるまち

安全・安心な
まち

「育ちたい」を
育てるまち
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豊かな自然と資源を活かし、
稼ぐ産業で幸せをつくる

まちづくりの基本方針 個別施策

基本計画

本物に触れ、自ら学んで
生きる力を育み幸せをつくる

心とからだの健康とお互いの
支え合いで幸せをつくる

災害に強く、安全安心な
生活環境で幸せをつくる

一人ひとりが主役となり、
想いをつなげて幸せをつくる

1 農業・林業
2 商工業
3 観光

4 自然環境保全
5 景観
6 雇用対策

1 健康づくり
2 医療
3 地域福祉

4 子育て
5 高齢者
6 障がい者（児）

1 防災
2 住環境
3 上下水道
4 環境衛生
5 道路・河川・克雪

6 公共交通
7 情報通信
8 消防・救急
9 交通安全・防犯

1 学校教育
2 社会教育

3 スポーツ
4 地域文化

1 地域づくり
2 広報・広聴

3 行財政
4 広域行政

い
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